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令和６年度 学校経営計画表 
１ 学校の現況 
学校番号 ９０ 学校名 茨城県立境高等学校 課程 全日制 学校長名 新井 智子 
教頭名 荻野 雄太   事務室長名 大森 伸一 

教職員数 教諭 ４３ 
養護 
教諭 

１ 
常勤 
講師 

２ 
非常勤 
講師 

４ 
実習教諭 

実習講師 

実習助手 

１ 
事務 
職員 

３ 
技術 
職員 

３ 計 ６０ 

生徒数 
小学科 

１年 ２年 ３年 ４年 合計 合  計 
クラス数 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

普通科 137 104 133 106 109 100   379 310 18 
 
２ 目指す学校像 
本校伝統の文武不岐の教育方針の下、豊かな人間性を培い、深い知性と逞しい心身を養うとともに、自主自立を涵養し、グローカル人材〔地球規模で考え、地域に貢献できる人材〕を

育成する学校づくりを行う。 

（１）「生きる力」を身につけ、生涯にわたって学び続けるための基礎基本を身に付けさせる学校 

（２）進路指導を充実し未来を切り拓く力を育成しながら、幅広い希望進路を実現させる学校 

（３）規律を遵守する精神と望ましい生活習慣を確立させる学校 

（４）保護者・同窓会・地域と連携して生徒の健全育成に努める学校 

（５）グローカル人材の素地となるスキルと感性を培う学校 
 
３ 三つの方針（スクール・ポリシー） 

「育成を目指す資質・能力に関する方針」 
（グラデュエーション・ポリシー） 

○境高校「５つのモットー」 
 １ 予測困難な時代を生き抜く生徒 
 ２ 自己の未来を切り拓く生徒 
 ３ 規律を遵守し、規則正しい生活を送る生徒 
 ４ 豊かなコミュニケーション能力を身に付けた生徒 
 ５ 世界や地域の課題を、協働しながら自らの力で解決する生徒 

「教育課程の編成及び実施に関する方針」 
（カリキュラム・ポリシー） 

○境高校「５つの柱」 
 １ キャリア教育の推進 
 ２ 英語教育の充実 
 ３ 基礎学力の向上 
 ４ 進路指導の充実 
 ５ 学力・適正等に応じた指導 

「入学者の受け入れに関する方針」 
（アドミッション・ポリシー） 

○境高校「４つの心」 
 １ 「誠実」何事にも誠実に向きあう生徒 
 ２ 「剛健」文武不岐の精神を有する、剛健な生徒 
 ３ 「協心」仲間と一緒に協働しようとする生徒 
 ４ 「力行」日々努力し、自ら未来を切り拓く生徒 
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４ 現状分析と課題（数量的な分析を含む） 
項目 現状分析 課題 

学習指導 

「学びの基礎診断ツール」を通して生徒の学習状況を見てみると、家庭で平日30

～90分学習する生徒は52.6％であり、学習習慣は比較的身に付いている。しかし、

宿題を必ずやっている生徒は 45.8％、自主学習はしていない生徒が 8.0％など、

個人によるばらつきが大きい。「頑張って成績を伸ばしたい」が 41.8％と意欲的

な気持ちの生徒がいる一方、「勉強の方法がわからない」が 24.8％と悩んでいる

生徒も多い。また、「部活動と学習の両立ができている」生徒が26.1％の一方、「思

うように学習できていない」生徒が48.3％存在する。 

家庭学習において、宿題だけはやっていると答える生徒が多い。基礎学力をつける

ために、生徒に主体的に学習に取り組ませる双方向型の授業やICT端末の導入など、

自ら考えて思考力・判断力・表現力等を身に付けさせるための授業改善を行う必要

がある。また、適切なフィードバックを行い、学習への不安を取り除くとともに、

部活動とのバランスを取るために、面談などを行い、生徒の学習状況などを把握す

る必要がある。 

進路指導 

令和５年度の進路状況は、大学・短大への進学が約69％、専門学校（看護系含む）

約22％、就職・公務員が約６％、進学・留学準備が約２％であった。全体的に上

級学校への進学意識が強い。昨今の総合型・学校推薦型入試の拡大に伴い、確か

な学力の定着はもちろん、明確な志望動機や自己の活動実績等をきちんと表明す

ることができる力も、進学・就職を問わず必要になってきている。早い段階から

十分な準備をする必要があり、進路意識の深化が望まれる。 

日々の授業を大切にし、「何のために学ぶのか」「学んだことを自己の将来にどう結

びつけるのか」という視点を持つことが必要である。生徒自身の興味・関心を起点

としながら、意欲的に物事にチャレンジする機会の充実を図る必要がある。また、

教員側も多様な受験方法に対する正しい情報に基づいた進路指導を実践し、生徒一

人一人の希望進路の実現に向けた指導の工夫が必要である。 

生徒指導 

大部分の生徒は、落ち着いた学校生活を送っている。また、服装・容儀等は整っ

ている。ただし、今後はＳＮＳに関するトラブルなどの新たな問題が懸念される。 

令和５年度は17件の交通事故が報告されたが、命に関わる事故は無かった。 

マナーアップ事業を中心にした全職員の取組で共通理解を深め、さらなる規範意識

の向上に努めたい。また、生徒一人ひとりの心の変化に気づけるよう、教職員の組

織的な見守り体制を継続していく。 

特別活動 

部活動や学校行事での生徒会活動なども活発に行われている。部活動加入率は約

68％である。多くの部活動が熱心に取り組んでおり、成果も上がってきている。 

めりはりのついた学校生活を促し、学習活動との両立を目指させる。今後も部活動

加入率の上昇を目指したい。また生徒が充実した高校生活を送れるように、キャリ

アパスポートの活用も合わせ、生徒会活動・生徒主体の学校行事の促進を図る。 

学校の働き方
改革 

ＩＣＴ活用などをとおして少しずつ校務の効率化をすすめているところである

が、学級経営や個別の進路指導、部活動指導等、年間を通して多忙である。令和

５年４月～令和６年１月までにおける本校教職員の時間外在校等時間における月

平均時間は32時間22分。月平均 45時間超過者割合、月平均80時間超過者割合

はそれぞれ25.2％、4.6％であり、超過勤務が常態化している傾向がある。 

生徒へのきめ細やかな指導の質を落とさず、組織として効果的な教育活動を行うた

め、教職員一人ひとりの意識改革を進める。時間外在校時間が多い職員に対し、継

続した面談を実施する。 

 
５ 中期的目標 
１．「生きる力」を身につけ、生涯にわたって学び続ける人の育成を目指す。 

２．初志貫徹の希望大学進学実現を推進し、国公立大学合格者１５名と中堅以上の私立大合格増を図るため、進路指導の充実を目指す。 

３．規律ある生活習慣を身に付けさせ、主体的に自己の在り方生き方を追求できる能力育成を目指す。 

４．近隣中学校、地域住民、保護者、同窓会等と連携し、生徒の健全育成に努める。 

５．グローカル人材〔地球規模で考え、地域に貢献できる人材〕の素地となるスキルと感性を培う。 

６．教職員の健康及び福祉の確保を図るため、業務量の管理を適切に行いながら、学校の教育水準を維持向上させる。。 
 
６ 本年度の重点目標 

重点項目 重点目標 

「常に考える」生徒の育成 

① 授業の工夫・改善に努め、読解力と思考力を育み能動的に学ぶ力を養う指導に取り組む。 

② チャイム着席を励行し、授業時間の確保に努める。 

③ 各教科の授業研究（授業公開等も含む）及び相互授業参観を積極的に推進する。 
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④ 学習評価を研究するとともに、効果的な教育課程編成を進める。 

授業改善の推進 ⑤ 授業改善等により、生徒による授業評価の授業満足度が3.4（１～４の４段階で評価し、４が最高評価）。 

初志貫徹の進路設計・進路実現 

⑥ 進路情報の収集と適切・的確な提供をしつつ、効果的な進路指導に努める。 

⑦ 大学等と積極的に連携し進路意識の高揚を図る。 

⑧ キャリア教育の充実を図り、自己理解の深化と早期の目標設定ができることを目指す。 

⑨ 面談等を通して生徒の志望と個性・特性を見極めた適切な進路指導に努める。 

正しい生活習慣の確立 

⑩ 基本的生活習慣の涵養に努める。 

⑪ 服装・頭髪・容儀指導に努め、「さわやかマナーアップ事業」を推進する。 

⑫ 個別面談や教育相談を通じて生徒理解に努め、生徒との信頼関係構築に努める。 

⑬ いじめ等の未然防止と早期解決を図るための指導を行う。 

学校生活の充実と「豊かな心」の育成 

⑭ 健康教育の推進に努め、心身の健康及び安全の維持・増進を図る。 

⑮ 生徒会活動・部活動及び各種ボランティア活動など生徒の自主的・自発的な行動を積極的に支援し、キャリア・パスポートを活用して、活動

の振り返りや、改善に資する。また、それらの活動を通して、生徒のコミュニケーション能力を育む。 

⑯ 運動部活動・文化部活動の振興を図り、部活動参加者等に配慮した学習環境の整備に努める。 

⑰ 読書活動を積極的に推進し豊かな人間性を培う。 

地域に信頼される学校づくり 

⑱ ＰＴＡ活動を充実させ、家庭教育の重要性の理解・啓発に努める。 

⑲ 保護者や地域住民等への授業公開を積極的に推進する。 

⑳ 近隣中学校や地域への広報活動及び連携強化を図る。 

㉑ 近隣小学校・中学校等への学習支援活動に積極的に取り組む。 

学校の働き方改革 

㉒ 業務の精選、ＩＣＴ化をより一層推進し、超過勤務時間縮減に努める。 

㉓ 教材教具の共有化、外部の教育資源とデジタル教材の活用を推進する。 

㉔ 校務分掌の見直しや職員一人一人による業務の効率化を図る。 

㉕ 各自が月１日以上の定時退勤日を設定し、実施できるようにする。 

 


